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【研究要旨】 

本稿では、今後の日本人の食事摂取基準の策定に貢献するため、諸外国の食事摂取基準にお

いて基準が定められている一方、日本の食事摂取基準で基準が定められていない栄養素（トラン

ス脂肪酸、フッ素、塩化物、水）を対象として、諸外国での摂取基準とその策定の背景を概説す

る。そして、日本において策定がなされていない理由、策定に向けて必要なデータ等を考察する。

2022 年 10 月から 2022 年 12 月の間に、インターネットを用いて、世界 12 ヵ国・地域（アメリカ・カ

ナダ、イギリス、フランス、ドイツ語圏、オランダ、北欧諸国、オーストラリア・ニュージーランド、韓

国、台湾、ベトナム、欧州連合・欧州食品安全委員会、世界保健機関・国際連合食糧農業機関）

の食事摂取基準に関する情報収集を行った。 

 

A. 背景と目的 

最新の日本人の食事摂取基準 2020 年版で

は、エネルギーおよび 32 個の栄養素を対象と

して、摂取量の基準が策定されている。諸外

国においても、エネルギーや栄養素に対して

食事摂取基準が策定されているが、策定対象

の栄養素やその根拠は国ごとに異なる。中に

は、日本では基準が策定されていない栄養素

を対象に、基準を設けている国もある。 

そこで本稿では、諸外国の食事摂取基準に

おいて基準が定められている一方、日本の食

事摂取基準で基準が定められていない栄養

素を対象として、諸外国での策定の背景を概

説する。 

ところで、食事摂取基準では個々の栄養素

について基準が策定されているが、栄養素間

には相互作用が存在する。栄養素間の相互

作用について、海外の食事摂取基準でどのよ

うな記述がなされているのか、相互作用を考慮

した基準の策定がなされているのかどうかにつ

いても、比較検討する。ここでは、栄養素間相

互作用の主なものとして、ナトリウムとカリウム、

ビタミン D とカルシウムとの間の相互作用に着

目する。 

 

B. 方法 

国立健康・栄養研究所のウェブサイトに掲

載されている、「諸外国の栄養政策」(1)の表か

ら、日本では摂取基準が定められていない一

方で、世界保健機関（World Health 

Organization: WHO）・国際連合食糧農業機関

（Food and Agriculture Organization of the 

United Nations: FAO）を除く 5か国以上の国

で摂取基準が定められている栄養素を抽出し

た。これらの栄養素を対象に、摂取基準が定

められている国における策定の根拠を抜粋し

て要約した。情報は、2022 年 11 月から 2022

年 12 月の間に、インターネットを用いて、世界
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12 ヵ国・地域・機関（アメリカ・カナダ、イギリス、

フランス、ドイツ語圏、オランダ、北欧諸国、オ

ーストラリア・ニュージーランド、韓国、台湾、ベ

トナム、欧州連合（European Union: EU）・欧州

食品安全委員会（European Food Safety 

Authority: EFSA）、WHO、FAOのウェブサイト、

食事摂取基準の報告書、および論文等から収

集した。台湾、韓国およびフランスについては、

英語の資料が得られなかったため、google 翻

訳を用いて原語版の資料を翻訳し、情報を抜

粋した。中国とドイツ語圏に関しては、策定の

根拠となる資料が得られなかったため、要約に

は含めなかった。 

相互作用に関する記述の比較検討では、海

外の食事摂取基準として、英語で文献が入手

可能であった、アメリカ・カナダ、イギリス、

EFSA、北欧諸国、オーストラリアを対象とした。

各国の食事摂取基準のうち、ナトリウム、カリウ

ム、ビタミン D、カルシウムの項から、該当する

記述を抽出し、要約した。 

 

C. 結果 

C-1.トランス脂肪酸 

1-1 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、イギリス、オランダ、北欧諸

国、韓国、台湾、EU・EFSA、WHOで基準が策

定されている。策定されている基準値を、表 1

に示す。 

台湾については、国立健康・栄養研究所の

「諸外国の栄養政策」(1)ではトランス脂肪酸を

策定対象とする国とされていないが、台湾の最

新版の食事摂取基準(2)ではトランス脂肪酸の

基準が設定されているため、本稿に含めた。 

 

1-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

アメリカの食事摂取基準（Dietary Reference 

Intakes）では、トランス脂肪酸の目安量

（Adequate Intake）や推奨量（Recommended 

Dietary Allowance）は設定されていない(3)。ト

ランス脂肪酸は必須の栄養素ではなく、人間

の健康に対する利点は知られていないためで

ある。また、トランス脂肪酸の摂取量とLDLコレ

ステロール濃度の間には正の線形傾向があり、

冠状動脈性心疾患のリスクは増加するため、

耐容上限量（Tolerable Upper Intake Level）も

設定されなかった。 

一方で、栄養学的に十分な食事を摂りつつ、

トランス脂肪酸の摂取量をできるだけ少なくす

ることを推奨している(3)。トランス脂肪酸の摂

取は、菜食主義者でない一般の人の食事で

は避けられないため、総エネルギー量への寄

与を 0％とするためには、食事の摂取パターン

を大きく変える必要があるとしている。寄与を

0％にしようとすると、それによって望ましくない

効果（例えば、トランス脂肪酸を含む市販の調

理済み食品、乳製品、肉を除去したことで、た

んぱく質と特定の微量栄養素の摂取量が不足

する）や未知で定量化できない健康リスクが生

じる可能性があると考え、摂取量を最小限に

するという推奨が定められた。トランス脂肪酸

の摂取源が、自然由来と加工由来とに分かれ

ることが記述されているが、それらのリスクの違

い等に関する記述はない。 

アメリカの食事ガイドライン 2020-2025年版

（Dietary Guidelines for Americans 

2020-2025）(4)でも、トランス脂肪酸の摂取は、

栄養的妥当性を損なわずに、できる限り少なく

することを推奨している。明確な根拠は記され

ていないが、2015-2020 年版の食事ガイドライ

ン中に、トランス脂肪酸の摂取と心血管疾患リ

スク増加との関連について記述がある(5)ことか

ら、2020-2025年版でも同様に心血管疾患リス

クとの関連を背景にしていると考えられる。 

なお、以前は部分水素化油がトランス脂肪

酸の主な摂取源であったが、これがアメリカに

おける Generally Recognized as Safeの認定か

ら除外されたため、現在では部分水素化油は

食品に添加されなくなっている(4)。USDA では、

部分水素化油の食品添加がなくなり、トランス
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脂肪の消費を最小限に抑えられた現在の状

況において、食事脂肪、特に飽和脂肪が心血

管疾患リスクにどのような影響を及ぼすかを理

解する必要があるとしている(6)。 

 

(2) イギリス 

イギリスの食事摂取基準（Dietary 

References Value）では、トランス脂肪酸の摂取

量を≦2％エネルギーとすること、食事に含ま

れるトランス脂肪酸の量を減らす方法を検討

することを勧告している(7,8)。 

1994年になされた策定では、トランス脂肪

酸が飽和脂肪酸と同様に LDL コレステロール

に影響を与えることを示す当時のエビデンスを

検討した。そのうえで、飽和脂肪酸に比べて、

食事中のトランス脂肪酸の構成割合（総エネ

ルギーの 2％程度対 16％程度）がはるかに小

さいことから、摂取量が観察値の 2%エネルギ

ーを超えてはならないこと、食事に含まれる量

を減らす方法を検討するという勧告が導かれ

た(7)。 

2007年に公表された報告書(8)では、トラン

ス型脂肪酸の摂取量と冠状動脈性心疾患以

外の疾患（糖尿病、がんなど）のリスクに関する

エビデンスは限られており、信頼できるリスク評

価を行うことはできないとしている。1994年に

なされた推奨を改定するに足る科学的根拠が

ないため、1994年の上記の推奨を、2007年の

報告書でも維持している。 

 

(3) オランダ 

許容上限量を、摂取エネルギーの 1％と定

めている。その理由として、トランス脂肪酸は冠

動脈疾患のリスクを高めるため、できるだけ摂

取を控えるべきとして、現在のオランダ国民の

摂取量の 10パーセンタイル値をもとにして設

定されている(9)。 

WHOの報告書は、オランダにおける上記の

基準について、乳製品の摂取量がオランダよ

りはるかに少ないアジア諸国では、この摂取量

の上限は適切ではない可能性があると指摘し

ている。なぜなら、上記の基準は、乳製品の摂

取量が非常に多いオランダにおいて、部分水

素化油の摂取を制限することを目的としたもの

だからである(10)。 

 

(4) 北欧諸国 

北欧諸国の食事摂取基準（Nordic Nutrition 

Recommendations 2012）では、トランス脂肪酸

の摂取を可能な限り低くすることを推奨してい

る。しかし、その具体的な根拠は記述されてい

なかった(11)。 

部分水素化油の添加が減少しているため、

北欧諸国でもトランス脂肪酸が食事に占める

割合は減少傾向にある。基準が策定された

2012 年の時点では総エネルギー摂取量の 1%

以下となっている。 

 

(5) 韓国 

最新の 2020 年版の食事摂取基準（韓国人

栄養素摂取基準、英語名 2020 Dietary 

Reference Intakes for Koreans、韓国語名

한국인영양소섭취기준）(12)では、トランス脂

肪酸は必須脂肪酸ではないこと、摂取しても

健康への利益がないことから、推定平均必要

量と推奨量は算定されていない。一方で、

2015年版では、エネルギー適正比率における、

トランス脂肪酸の摂取量を 1%エネルギー未満

と定めており、2020 年版でもこれを維持してい

る(12)。なお、国民健康栄養調査資料を分析

した結果、韓国人集団におけるトランス脂肪酸

の摂取量は平均 1%未満であった(12)。 

根拠として、トランス脂肪酸の過剰摂取が血

中LDL-コレステロールレベルを高め、HDL-コ

レステロールレベルを下げることによって心血

管系疾患のリスクを高めることができるとする研

究報告(13)や、トランス脂肪酸の摂取量が、最

も高い5分位群（2.8％エネルギー）は最も低い

5分位群（1.3％エネルギー）に比べて心血管

疾患の危険性が 1.33倍増加し、増加率が濃
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度依存的であった研究報告(14)が引用されて

いる。また、心血管疾患のリスクを減らすため、

アメリカ心臓病学会（ACC）/アメリカ心臓協会

（AHA）、欧州心臓病学会（ESC）/欧州動脈硬

化学会（EAS）、WHOによる推奨(10,15,16)が

引用されており、これらの基準にも倣ってい

る。 

 

(6) 台湾 

台湾の食事摂取基準（英語名：Dietary 

Reference Intakes、台湾語名：國人膳食營養

素參考攝取量 第八版）では、トランス脂肪酸

の推定平均必要量、推奨量、目安量は確立し

ていない(2)。その理由として、トランス脂肪酸

には健康上の利点は知られていないこと、体

内では飽和脂肪酸のように振る舞い、トランス

脂肪の過剰摂取が心血管疾患のリスクを高め

る可能性があることを考慮している。 

目安量は設定されていないが、トランス脂肪

酸の摂取量を総エネルギー摂取量の 1％未満

にすることを勧めている(2)。台湾の食事摂取

基準では、トランス脂肪酸の摂取量を可能な

限り低くするよう勧告する諸外国の摂取基準

（アメリカ・カナダの食事摂取基準（注）(9)、アメ

リカの Dietary guidelines for American 

2015-2020(5)、および EFSA のレポート(17)）、

2歳以上の健康な人のトランス脂肪酸の摂取

量を総エネルギー摂取量の 1%未満にすること

を推奨する FAO(10)とWHO(18)の勧告が引用

されており、これらの基準に倣うものと思われ

る。 

トランス脂肪酸の摂取源について、自然由

来と加工由来に分かれることが記載されている

が、それらのリスクに関する記述はない。 

 

注）原文では、”Dietary reference intakes for 

sodium and potassium (2019)”が引用されてい

るが、Dietary Reference Intakes for Energy, 

Carbohydrate, Fiber, Fat, Fatty Acids, 

Cholesterol, Protein, and Amino Acids (2005)”

の誤りと考えられる。 

 

(7) EU・EFSA 

EFSAでは、トランス脂肪酸のPopulation 

Reference Intake（推奨量に相当）、Average 

Requirement（個人における栄養状態の一定レ

ベルを維持する栄養素の最低摂取量として定

義される。日本の推定平均必要量に相当）、

目安量は設定されていない。一方で、栄養的

に十分な食事の中で、トランス脂肪酸の摂取

量を可能な限り低くすることを推奨している(19)。

その理由として、食事性のトランス脂肪酸が、

必須脂肪酸や他の栄養素の重要な供給源で

もあるいくつかの油脂から摂取され得ることか

ら、必須栄養素の摂取の適切性を損なわずに

トランス脂肪酸の摂取量を低減できる限界はあ

る、と述べている。 

EFSAのレポートでは、トランス脂肪酸の健康

への影響として、トランス脂肪酸の摂取量の多

さと、冠状動脈性疾患のリスクの増加との間に

一貫した関係があることが示されていることが

触れられている(19)。具体的には、トランス脂

肪酸の摂取が血中総コレステロールおよび

LDLコレステロール濃度を容量依存的に増加

させること、トランス脂肪酸を含む食物の摂取

が血中HDLコレステロール濃度を減少させ、

総コレステロールとHDLコレステロールの比率

を増加させることが述べられている。 

トランス脂肪酸の摂取源については、反芻

動物由来のトランス脂肪酸と工業製品由来のト

ランス脂肪酸を同量摂取した場合に、冠動脈

性心疾患のリスクに差があるかどうかは、エビ

デンスが不十分で立証できないとしている。 

 

(8) WHO・FAO 

2010年のFAOガイドラインでは、トランス脂

肪酸の摂取量の集団平均摂取量を1％エネル

ギー未満とすることを推奨している。この根拠と

しては、1990–2000年代に蓄積された、トランス

脂肪酸の摂取による、LDLコレステロールや
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HDLコレステロールなどの血清脂質への影響

や、冠状動脈性心疾患へのリスク増加、メタボ

リックシンドロームや糖尿病のリスク増加に関

する科学的根拠が参照されている(10)。しかし、

専門家らによる議論では、この基準は摂取量

の分布を十分に考慮していないため、相当な

サブ集団を危険なほど高い摂取量から守る必

要性があるという事実に照らして、見直す必要

があるとしている(10)。 

トランス脂肪酸の摂取源については、自然由

来と加工由来のものとで、総コレステロール：

HDL コレステロール費への影響に違いはない

とする論文を引用して記述している。 

 

C-2. フッ素（フッ化物） 

 2-1. 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、フランス、ドイツ語圏、北欧

諸国、オーストラリア・ニュージーランド、中国、

韓国、台湾、EU・EFSA で基準が策定されてい

る。策定されている基準値を、表 2 に示す。 

なお、イギリスとベトナムについて、「諸外国

の栄養政策」(1)ではフッ素を策定対象として

いる国とされているものの、2021 年のイギリス

の Nutrition Requirements(20)、2007年のベト

ナムの Vietnam Recommended Dietary 

Allowances 2007(21)には、フッ素に関する記

述は見られなかったため、省略する。また、台

湾については、食事摂取基準第 8版(2)でフッ

素の目安量を設定しているが、その根拠資料

は 2023 年 1 月現在では未公開のため、省略

する。 

 

2-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

推奨量は設定されていないが、全年齢にフ

ッ化物の目安量を設定している(22)。目安量は、

健康な成人集団におけるう蝕の発生を減少さ

せると判断された推定摂取量に基づいてい

る。 

飲料水中のフッ化物濃度とう蝕およびフッ素

症との関係に関する先駆的な疫学研究の結

果のまとめから、12–14歳の小児において、フ

ッ化物イオン濃度 1.0 mg/Lが、う蝕に対する

高度な予防効果と、フッ素症の低い有病率と

関連していると考えられた。最適な濃度に水が

フッ素添加された地域に住む子どもの平均的

な食事からのフッ化物摂取量は、0.05 mg/kg/

日に近かった(22)ことから、この摂取量と基準

体重をもとにして、目安量が設定された。 

 

(2) フランス 

2016年版の食事摂取基準（フランス語名：

les références nutritionnelles）では、フッ化物

の基準は改訂されていない(23)。2012 年版の

食事摂取基準では、6か月未満の乳幼児から

目安量が、1歳以上の幼児から耐容上限量が

定められている(24)。この目安量の策定に関す

る根拠資料は、インターネット上からは入手で

きなかった。 

 

(3) 北欧諸国 

フッ化物は必須微量元素とは考えられてい

ないため、1 日あたりの摂取量に関する必要量

と推奨摂取量は定めていないが、1歳以上に

耐容上限量を定めている(11)。その背景として、

フッ化物を慢性的に多く摂取すると骨ミネラル

化（skeletal mineralization）と腎機能に影響こと、

最たる過剰摂取の影響は歯に生じるしみ

（mottled teeth）であることが述べられている。

耐容上限量の基準値は、「8歳までの小児が

体重 1 kg あたり 0.1 mg までのフッ化物を毎日

摂取しても，永久歯の中等度フッ素症の有意

な発生はない」という EFSA の見解(25)に基づ

いて定められた。 

 

(4) オーストラリア・ニュージーランド 

7 か月以上の子どもおよび成人に目安量が、

全年齢に耐容上限量が設定されている(26)。

乳幼児における目安量設定の目的は、不十

分な摂取から子どもたちを守るための摂取量
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に関する情報を提供することである。フッ素の

場合、不十分な摂取が、う蝕のリスクを増加さ

せることになるとしている(26,27)。エビデンスの

レビューでは、生後6か月間のフッ化物摂取に

よる予防効果（う蝕の減少）は認められなかっ

たため、生後 6か月以下の乳児に対する目安

量は確立されていない。生後 7か月–8歳の目

安量は、フッ化物イオン水（約 1 mg F/L）を使

用した地域におけるう蝕の有病率と重症度の

減少が、世界各国で行われた多くの疫学研究

によって確認されていることを根拠としている。

う蝕の予防効果が最大となる条件下でのフッ

化物摂取量は、1 日平均約 0.05 mg/kg/日で

あり、目安量 0.05 mg F/kg 体重/日は、6か月

–8歳までの乳幼児の集団において、有意にう

蝕発生率の減少に関連すると考えられる摂取

量であると再確認された。9–18歳および 18歳

以上の成人でも、0.05mg/kg体重/日と標準体

重を用いて、目安量が設定された。 

耐容上限量は、中程度のエナメル質フッ素

症を根拠として設定された。重度の歯のフッ素

症が見えるフッ化物の推定耐容上限量は，

0–8歳の子どもで 0.20 mg/kg体重/日である。

これは、フッ化物摂取量の 95 パーセンタイル

値と飲料水の理論的フッ化レベルである 1.9 

mgF/L（これを超えると数種のエナメル質フッ

素症が出現する可能性がある）に基づいてい

る。乳児および 8歳までの子どもの最小毒性

量（Lowest Observed Adverse Effect Level：

LOAEL）は、地域研究に基づいて 0.10 mg/kg

体重に設定された。悪影響は機能的ではなく

表面的なものであるため、不確実性係数 1 が

適用された。年長の子どもと成人については、

フッ化物摂取と骨格フッ素症の関係に関する

データに基づいて、10 mg/日の無毒性量

（Non Observed Adverse Effect Level：

NOAEL）が導き出された。このレベルの摂取

では症候性骨格フッ素症の徴候がないため、

不確実性係数 1 が選択された。0–6か月児の

耐容上限量は，母乳はフッ化物含有量が少な

く、この月齢の母乳栄養児のフッ化物摂取量

が耐容上限量を超える可能性は低いことがエ

ビデンスレビューで明らかになったため、主に

乳児用調製粉乳および補完栄養児のフッ化

物摂取に焦点が当てられた。 

 

(5) 韓国 

全年齢に目安量と耐容上限量が設定され

ている。推定平均必要量を推定するにはまだ

根拠が不十分であるため、目安量が設定され

た(12)。この際、う蝕予防効果を最も強力な指

標としている。飲料水中のフッ素含有量と

12–14歳におけるう蝕発生率、歯フッ素症との

相関関係を調べた研究(28)を引用し、う蝕発

生率を最小にしつつ、歯のフッ素症は現れな

い最も適切なフッ素摂取量は飲用水に 1 

mg/Lのフッ素が含まれている時だとしている。

フッ素の目安量を設定するために利用可能な

韓国国内の研究は非常に限定的であることか

ら、適切にフッ素添加がされた地域（飲料水の

フッ素濃度 1mg/L）に居住する米国の子どもと

成人がすべての摂取減（飲用水、食品、口腔

用品）から摂取するフッ素が体重当たり

0.05mg/kg/日であること(29)を基準として、年

齢別の基準体重を考慮して、目安量を推定し

た。 

耐容上限量は、歯のフッ素症のリスクを背景

として設定された。基準の根拠として、Dean ら

による用量反応評価を用いて示された、歯の

フッ素症をもたらす閾値（平均 010 mg/kg/日）

を用いている。これに基づいて、8歳までの乳

幼児では、歯フッ素症を毒性終点として定め、

これに対する最低有害投与量は 0.1mg/kg/日

と定めた。9歳以降から成人期までは、毒性終

点は骨格フッ素症と定め、先行研究で「少なく

とも 10 年以上 10mg/日以上のフッ素に曝露さ

れた場合、骨格フッ素症の 1段階臨床症状が

現れた」という報告に基づいて、最大無害量を

10.0 mg /日とした。 
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(6) EU・EFSA 

1歳以上にフッ素の耐容上限量を設定して

いる。基準の設定に当たっては、フッ化物摂取

量に関連したう蝕、フッ素症、骨粗鬆症に着目

している(25)。フッ化物を 0.08–0.12 mg/kg体

重/日摂取していた集団における永久歯の中

等度フッ素症の有病率は 5%未満であったこと

から、EFSA では、1–8歳の小児におけるフッ

化物の耐容上限量を 0.1 mg/kg体重/日と考

えた。そして、基礎体重を用いて、1–3歳児、

4–8 歳児の年齢別に、耐容上限量を設定して

いる。1–8 歳の小児は，飲料水のフッ化物濃

度が 1.0 mg/L 以下であれば，食物および水

からのフッ化物摂取量は耐用上限値を十分に

下回るとしている(25)。 

9歳以上の小児および成人の基準の設定では、

骨粗鬆症のリスクを考慮している。閉経後骨粗

鬆症におけるフッ化物の治療研究で、フッ化

物摂取量が 1 日 0.6 mg/kg 体重以上で骨格

骨折のリスクが増加することが示唆されたもの

の、試験期間が比較的短く、LOAEL を系統

的に定めるための試験ではなかったため、

0.6mg/kg 体重/日の摂取量に不確実性係数 

5 を適用することとした。これにより、耐容上限

値は 0.12 mg/kg体重/日に設定された(25)。 

 

C-3. 塩素（塩化物） 

3-1. 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、イギリス、フランス、ドイツ語

圏、中国、韓国、ベトナム、EU・EFSA で基準

が策定されている。策定されている基準値を、

表 3 に示す。 

なお、ベトナムについて、「諸外国の栄養政

策」(1)では塩化物を策定対象としている国とさ

れているものの、2007年のベトナムのVietnam 

Recommended Dietary Allowances 2007(21)に

は、フッ素に関する記述は見られなかったため、

省略する。 

 

3-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

全年齢に塩化物の目安量が設定されてい

る(30)。塩化物の摂取は、食品の加工時や摂

取時に添加される塩化ナトリウム（食塩）由来

がほとんどを占める。そのため、アメリカの食事

摂取基準では、ナトリウムと塩化物の必要量と

その影響に関するデータを併せて示している

(30)。しかし、塩化物の摂取に対する具体的な

エビデンスは、食事摂取基準中には記載され

ていない。ナトリウムを含む食品では、塩化ナト

リウムとして塩化物も含まれるため、塩化物欠

乏はほとんど見られない(30)と述べている。 

いずれの年代においても、ナトリウムおよび

塩化物に関する用量反応試験のデータが不

十分であるため、ナトリウムおよび塩化物の推

定平均必要量は導き出されなかった。塩化物

は、ナトリウムと当モル量が摂取されれば、必

要量を満たしている（adequate）だと仮定して、

ナトリウムとモル比で同等となるように、塩化物

の目安量が設定された(30)。 

小児においては、稀ではあるものの、欠乏

による健康への影響があることが述べられてい

るものの、推定平均必要量を導くにはエビデン

スは不十分としている(30)。 

 

(2) イギリス 

全年齢に塩化物の Dietary Reference Value

が設定されている。1991 年の食事摂取基準で

は、塩化物の摂取量はナトリウムの摂取量と同

じであるべきだと結論づけた、と記載されてい

るが、詳しい背景や理由、議論の過程は記載

されていない(31)。分子量の違いを考慮し、ナ

トリウムのDietary Reference Valueに 1.54を乗

じて、塩化物の Dietary Reference Valueを求

めている(31)。 

 

(3) フランス 

全年齢に目安量が定められている。基準値

は、ナトリウムの目安量に合わせて、ナトリウム
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の等モル量とされているが、詳しい背景や理

由、議論の過程は記載されていない(23)。 

 

(4) 韓国 

成人に対して塩化物の目安量が設定されて

いる。塩化物については、ナトリウムと同じ項に

含まれているが、塩化物の基準策定の根拠と

なるエビデンスや背景に関する記載はない

(12)。基準値は、ナトリウムの目安量設定のの

ち、ナトリウムと当モル量として設定されている。

ナトリウムの基準値は、十分な科学的根拠がな

いため、推定平均必要量と推奨量は定めず、

目安量を通じて適切な摂取量に対する基準を

設定した。韓国人におけるナトリウム摂取量が

非常に高いことから、健常者集団における平

均栄養素摂取量から定めるのではなく、ナトリ

ウム摂取不足による毒性または他の疾患発生

リスクに加え、健常者におけるナトリウム平衡の

研究と、他の栄養素摂取必要量に悪影響を与

えない最低摂取水準などを考慮して、目安量

が設定された。 

 

(5) EU・EFSA 

7か月以上に塩化物の目安量が定められて

いる(32)。塩化物について、Average 

Requirementsや、Population Reference Intake

を決定するために使用できる科学的根拠は不

足している、としている。具体的には、塩化物

が塩化ナトリウムの血圧への影響に寄与すると

いうエビデンスや、心血管疾患への塩化物の

独立した影響などが検討されているが、塩化

物摂取量または尿中排泄量と心血管疾患関

連の健康アウトカムとの関連を検討した研究が

ないこと、塩化物に関する Dietary Reference 

Valuesの設定に使用できる出納研究がないこ

とが触れられている。このため、塩化物の基準

値は、集団のナトリウムの基準値と等モル値で

設定された(32) 。 

 

C-4. 水  

4-1. 策定している国・地域・機関 

アメリカ・カナダ、ドイツ語圏、フランス、北欧

諸国、オーストラリア・ニュージーランド、中国、

韓国、ベトナム、EU・EFSA で基準が策定され

ている。策定されている基準値を、表 4に示

す。 

 

4-2. 諸外国における策定の背景 

(1) アメリカ・カナダ 

全年齢に水の目安量が設定されている。温

帯気候において、身体活動が不活発な成人

における水の出納研究のレビューを行い、呼

吸、尿、便および感覚器官の水分損失を補う

ために必要な最低限の水分量をおよそ 1〜

3.1L/日と推定した(30)。アメリカ国民健康栄養

調査 IIIのデータによると、血清浸透圧によっ

て測定された成人の正常な水分補給状態は、

広範囲の水分摂取量（例えば、代表集団にお

ける総水分摂取量の 1–から 99パーセンタイル

値）で達成できる。したがって、総水分摂取量

の目安量は、アメリカ国民健康栄養調査 IIIの

総水摂取量（飲料水、飲料、食品由来）の中

央値に基づいて設定された(30)。 

 

(2) フランス 

2010 年に設定された EFSA の基準を引用し、

全年齢に水の目安量を定めた(23)。 

 

(3) 北欧諸国 

2歳以上に目安量が設定されている(11)。上

記の数値を基準とした明確な根拠は記されて

いないが、アメリカ・カナダと EFSA の総水摂取

量の目安量を引用し、北欧諸国の 1 日あたり

の水摂取量 1,000–2,000 mL、食物由来の水

摂取量（平均 1,000–1,500mL/日）を考慮して

定めたと考えられる。 

 

(4) オーストラリア・ニュージーランド 

全年齢に水の目安量が設定されている。身

体の水の必要量は環境条件、身体活動、個人
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の代謝によって大きく変化すること、身体は短

期的に水の過不足を補うことができることから、

推定平均必要量を設定することは困難だとし

ている(27,33)。あらゆる環境条件下で、見かけ

上健康な人の半数に十分な水分補給と最適

な健康状態を確保できる単一の水摂取量は存

在しないとして、オーストラリアの国民健康栄

養調査から得られたおける水の摂取量の中央

値に基づいて目安量が設定された。 

 

(5) 韓国 

全年齢に目安量が設定されている(12)。体

内の水は恒常性によって補完できること、体内

の水は代謝、環境条件、活動の程度などによ

る変動が大きく、平均必要量を推定することが

難しいこと、関連文献も限られていること、を総

合的に考え、目安量を設定し、脱水の悪化を

予防する基準としている(12)。 

成人の場合、食物由来の水と飲料由来の水

の摂取量をそれぞれ推定したうえで、総水摂

取量と、食物由来・飲料由来別の摂取量それ

ぞれについて、韓国人の水の目安量を示して

いる。食物由来の水は、韓国人の食品由来の

水摂取量に関するデータが不足しているため、

韓国人が日常的に食する食品の水分含量を

分析した資料を外挿する方法を利用した。具

体的には、推定平均エネルギー必要量に、韓

国人が日常的に摂取する食品の水分量

（0.53mL/kcal）を乗じて求めた。飲料由来の

水の摂取量は、韓国健康栄養調査による水摂

取量と飲料摂取量の中央値に、牛乳摂取量

200mLを加えて算出された(12)。ただし、韓国

健康栄養調査での飲料及び酒類摂取量には、

日常的な飲料である牛乳、発酵乳飲料、果物

ジュース、豆乳などが含まれていないため、摂

取量が過小評価されている可能性がある、と

記されている。 

 

(6) ベトナム 

ベトナムの食事摂取基準（2007年策定）で

は、”Drink enough the water, limit alcohol, 

beer and sweet beverages.”とされているのみで

あり、具体的な基準値や、その設定の背景、

明確な根拠は記されていなかった(21)。 

 

(7) EU・EFSA 

全年齢に目安量が設定されている。水の必

要量は、個人差や環境条件によって異なるこ

とから、EU加盟諸国の代表的な集団で観察さ

れた摂取量と尿の望ましい浸透圧値および消

費エネルギー単位あたりの望ましい水量の組

み合わせから、目安量を定義している(34)。 

ヨーロッパ諸国では、成人の飲料摂取量およ

び食物摂取量に関する詳細なデータは数多く

入手可能である一方で、水総摂取量が算出で

きるデータは限られている。取得可能なデータ

によれば、平均的な総水分摂取量は、男性で

2,200〜2,600 mL/日、女性で 1,900〜2,400 

mL/日の範囲である。尿の浸透圧�を

500mosm/Lにするためには、potential renal 

solute loadの中央値の食事を摂取している女

性は 1.6L、男性は 2.0Lの尿量が必要となるこ

とが示唆された。これらを考慮して、目安量が

定められた。 

 

C-5. ナトリウムとカリウムの相互作用  

(1) アメリカ・カナダ 

現時点では、ナトリウム・カリウム比と健康上

のアウトカムとの関連を特徴付けるには十分な

証拠がないことを理由として、ナトリウム・カリウ

ム比の基準を設定すること、および比を推奨す

ることの行動上の意味を評価することができな

かった、と述べている(30)。 

 

(2) イギリス 

イギリスの食事摂取基準には、ナトリウム・カ

リウム比を含めた、他の栄養素との相互作用に

関する記述は見られなかった(31)。 
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(3) EFSA 

ナトリウムの基準の中で、カリウムとナトリウム

の代謝は、Na+/K+-ATPase交換機構にも起

因して、相互に強く関連していると述べている

(35)。一方で、ナトリウム、カリウムと血圧あるい

は心血管疾患との相互関係は、ナトリウムの

Dietary Reference Valueに反映させるにはま

だ十分でないと結論づけている。 

 

(4) 北欧諸国 

ナトリウムの項で、ナトリウム・カリウム比につ

いて、比が高いほど、全死亡および心血管疾

患死亡のリスクも高くなることが言及されている。

しかし、ナトリウム・カリウム比に関する基準は

策定されていない(11)。 

 

(5) オーストラリアおよびニュージーランド 

カリウムに関する基準の中で、カリウムには塩

化ナトリウムの血圧への影響を鈍らせ、塩分感

受性を緩和し、尿中カルシウム排泄量を低下

させる作用があることが述べられている(27)。カ

リウムの必要量は食事中のナトリウムにある程

度依存するものの、理想的なナトリウム・カリウ

ム比は十分に確立されていないため、必要量

の設定には利用できない、としている。 

 

C-6. ビタミン D とカルシウムの相互作用 

(1) アメリカ・カナダ 

カルシウムとビタミン Dの相互作用について、

カルシウム摂取量が十分な場合、骨の健康状

態に関連したビタミン Dの必要性が大幅に減

少させると思われる程度である、と述べられて

いる(36)。 

 

(2) イギリス 

ビタミン D とカルシウムの相互作用について、

動物実験、観察研究、ランダム化比較試験の

それぞれについて、論文を引用して概要を述

べているものの、相互作用の有無に関する結

論はなく、基準等の策定にも至っていない

(37)。 

動物実験の文献を引用した段落では、ビタ

ミン D とカルシウムの相互作用は、血漿

25(OH)D 濃度およびその異化の調節、ひいて

は食事性ビタミン D必要量に影響を与える可

能性があると述べている。一方で、ヒトを対象と

した観察研究では、カルシウム摂取が血清

25(OH)D 濃度の有意な決定因子であるという

報告と、影響を認めないという報告の両方を引

用し、研究の結果には一貫性がない、としてい

る。カルシウム摂取が 25(OH)D 濃度に及ぼす

影響について調査したランダム化比較試験で

も、結果に一貫性がないと述べている。また、

これまでの研究は、代謝性骨疾患のない成人

を対象に行われたものであるため、代謝が活

発なためカルシウムの必要量が多い小児や、

代謝性骨疾患のある人には、これまでの知見

が適用されない可能性があるとしている。 

 

(3) EFSA 

ビタミン Dの基準のなかで、1,25(OH)2D、カ

ルシウム、リンの間には、ミネラルとビタミンDの

代謝に影響を与える相互作用がある、と記述

されている(38)。ビタミン D とカルシウムの骨の

健康に関する相互作用については、アメリカ

Institute of Medicineのレポートも引用してい

る。 

また、カリウム塩による、腎臓での

1,25(OH)2-Dの合成の変化、ビタミン A による、

ビタミン Dの作用を阻害の可能性についても、

言及されている。 

 

(4) 北欧諸国 

1,25(OH)2D、は、腸からのカルシウムの吸

収を促進し、血漿中のカルシウムとリン酸の濃

度を狭い範囲に維持することを可能にすること、

ビタミンDは、血中および細胞外液中のカルシ

ウム（およびリン酸）濃度を正常に保つことで、

骨格の正常なミネラル化に不可欠であることが

述べられている(11)。 
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また、カルシウムの摂取量が少ないと、血清

25OHD濃度とくる病の関係に影響を与える可

能性についても言及されているが、カルシウム

の摂取量が多い集団におけるくる病の血清

25OHD濃度閾値は不明である、としている。 

さらに、カルシウムと組み合わせたビタミン D

のサプリメント利用が、特に高齢者において、

全骨折と股関節骨折のリスクの減少と、転倒の

リスクを減少させるというエビデンスは説得力

があるとしている。 

 

(5) オーストラリア・ニュージーランド 

ビタミン D の項とカルシウムの項それぞれに、

カルシウムまたはビタミン Dに関する記述があ

る(27)。ビタミンDの項には、食事からのカルシ

ウム摂取が不十分な場合、1,25-ジヒドロキシビ

タミン Dが、副甲状腺ホルモンとともに骨髄中

の幹細胞を動員し、成熟破骨細胞にして骨か

らのカルシウム貯蔵量を増加させることが可能

である一方で、血中カルシウム濃度に大きな

影響を与えるほど、骨から十分なカルシウムを

動員する能力は限られている、と記述されてい

る。 

カルシウムの項には、骨粗鬆症発症への影

響は、カルシウム摂取だけでなく、ビタミンDの

摂取状態も重要な役割を担うことが記述されて

いる。 

 

D. 考察 

(1) トランス脂肪酸 

いずれの国・地域・機関でも、目安量、推定

平均必要量および推奨量は定められていない

ものの、摂取量を可能な限り低くすること、ある

いは、総エネルギー摂取量の 1—2％未満とす

ることが推奨されていた。推奨の背景として、

摂取量と LDL コレステロール濃度との関連、

心血管疾患や冠状動脈性心疾患のリスクとの

関連があった。どのような基準とするかの理由

は国ごとに異なっていたが、いずれも、各国の

集団における摂取量およびその摂取源が考

慮されていた。日本人における基準値の設定

にあたっては、日本人集団におけるトランス脂

肪酸の摂取量および摂取源の実態把握が必

要である。 

 

(2) フッ素（フッ化物） 

いずれの国・地域・機関でも、基準が策定さ

れたう蝕、フッ素症、骨粗鬆症などのアウトカム

に着目し、水道水がフッ素化された地域等で

の観察研究でのフッ素摂取量を根拠として、

目安量または／および耐容上限量が定められ

ていた。日本でも、これらの国や地域における

レビューを参考にして、目安量や耐容上限量

を定めることも可能と思われる。 

 

(3) 塩素（塩化物） 

いずれの国・地域・機関でも、塩素の独立し

た健康影響に関する科学的根拠が乏しいこと、

塩素がナトリウムとともに、塩化ナトリウムとして

摂取されることがほとんどであることを背景とし

て、ナトリウムの基準値の当モル量を、塩化物

の基準値としていた。従って、日本でも基準値

を定める場合は、ナトリウムの基準値の当モル

量として、目安量を定める方針があり得る。し

かし、現在日本人の食事摂取基準では、ナトリ

ウムには推定平均必要量と、目標量の 2 つの

基準が定められている。目標量は、慢性疾患

の予防を目的として設定された基準であること

から、塩化物の目安量をこれと当モル量とする

と、ナトリウムの目標量の意図とそぐわない。こ

のため、推定平均必要量の当モル量とするこ

とが適当であろう。 

 

(4) 水 

水の摂取量の基準値を策定した国・地域で

はいずれも、水の必要量は個人差や環境条

件によって異なることを理由として、各国あるい

は諸外国の集団における水摂取量の観察値

を考慮し、目安量を設定していた。従って、日

本でも基準を設定する場合は目安量が妥当と
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考えられる。日本人のために水の目安量を定

めるには、日本人集団における水の摂取量の

データが不可欠であるが、現在の国民健康栄

養調査では、水の摂取量は推定することがで

きない。従って、まずは国民代表的な集団に

おいて、飲料の水も含めた詳細な水摂取量の

データを構築することが求められる。 

 

(5) 栄養素間相互作用 

ナトリウムとカリウムの相互作用、ビタミンDと

カルシウム相互作用については、食事摂取基

準中に記述がなされている国はある一方で、

具体的な基準値の策定に至っていた国はな

かった。日本の食事摂取基準でも、今後、これ

らの栄養素間相互作用について、文献のレビ

ューを行い、記述を追加することは可能と考え

られる。 

 

E. 結論 

 日本で摂取基準の策定のなされていない栄

養素の、基準の策定状況について、諸外国の

状況を比較した。国によって、策定の根拠や

基準が異なるものもあったが、類似した傾向が

みられた。 

 今後は、これらの諸外国での策定状況を参

考に、日本でも必要なエビデンスを揃え、策定

を検討していく必要がある。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

  なし 

２. 学会発表 

  なし 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 

３. その他 

  なし 
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表 1  各国・地域・機関におけるトランス脂肪酸の摂取基準と根拠 1 
国・地域・機関 基準 基準または推奨内容 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ — 摂取量を最小限にする 冠状動脈性心疾患発症のリスク 

摂取量を 0％とした場合の他の栄養素の摂取量への影響を考慮 

Dietary Reference Intakes for Energy, 

Carbohydrate, Fiber, Fat, Fatty Acids, 

Cholesterol, Protein, and Amino Acids 

イギリス — ＜2％エネルギー LDL コレステロール値への影響、冠状動脈性心疾患発症のリスク 

イギリス国民におけるトランス脂肪酸の摂取量の観察値に基づく 

Update on trans fatty acids and 

health-Position statement by the 

Scientific Advisory Committee on 

Nutrition. 

オランダ 

 

耐容上限量 ＜1％エネルギー 冠動脈疾患発症のリスク 

オランダ国民の摂取量の 10 パーセンタイル値に基づく 

New dietary reference intakes in the 

Netherlands for energy, proteins, fats 

and digestible carbohydrates. 

北欧諸国 — 摂取量を最小限にする 記載なし Nordic Nutrition Recommendations 

2012 

韓国 — <1％エネルギー 他の栄養素の摂取への影響を考慮 

代謝系疾患発症のリスク 

2020 Dietary Reference Intakes for 

Koreans 

台湾 — <1％エネルギー 心血管疾患発症のリスク 國人膳食營養素參考攝取量 第八版 

EU・EFSA — 摂取量を最小限にする 冠状動脈性疾患発症のリスク 

必須栄養素の摂取の適切性を損なうことなくトランス脂肪酸の摂取

量を低減することの限界を考慮 

Scientific Opinion on Dietary Reference 

Values for fats, including saturated fatty 

acids, polyunsaturated fatty acids, 

monounsaturated fatty acids, trans fatty 

acids, and cholesterol, EFSA Panel 

WHO・FAO — ＜1％エネルギー 血清脂質への影響、冠状動脈性心疾患発症のリスク増加、メタボリ

ックシンドロームや糖尿病のリスク増加 

Fats and fatty acids in human nutrition. 

Report of an expert consultation. 

EU: European Union（欧州連合）、EFSA: European Food Safety Authority（欧州食品安全委員会）、WHO: World Health Organization（世界保健機関）、2 

FAO: Food and Agriculture Organization of the United Nations（国際連合食糧農業機関）3 
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表 2  各国・地域・機関におけるフッ素の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ 目安量 0–6 か月：0.01 mg/日 

7– 12 か月：0.5 mg/日 

1– 3 歳：0.7 mg/日 

4 –8 歳：1 mg/日 

9–13 歳： 2 mg/日 

14–18 歳：3 mg/日 

19 歳以上男性 4 mg/日 

19 歳以上女性 3 mg/日 

う蝕のリスク、フッ素症のリスク 

最適濃度に水がフッ素添加された地域に住む

子どもの平均的な食事からのフッ化物摂取量

（0.05 mg/kg/日）と基礎体重に基づく 

Dietary Reference Intakes for Energy, 

Carbohydrate, Fiber, Fat, Fatty Acids, 

Cholesterol, Protein, and Amino Acids 

フランス 目安量 0–5 か月：0.08 mg/日 

6–12 か月：0.4 mg/日 

1–3 歳：0.6 mg/日 

4–6 歳：1.0 mg/日 

7–10 歳男児：1.5 mg/日 

7–10 歳女児：1.4 mg/日 

11–14 歳男児：2.2 mg/日 

11–14 歳女児：2.3 mg/日 

15–17 歳男児：3.2 mg/日 

15–17 歳女児：2.8 mg/日 

18 歳以上男性：3.4 mg/日 

18 歳以上女性：2.9 mg/日 

― OPINION of the French Agency for 

Food, Environmental and 

Occupational Health & Safety 

on the "Updating of the French 

dietary reference values for vitamins 

and minerals" 

 耐容上限量 1– 3 歳：1.5 mg/日 

4–8 歳男児：2.5 mg/日 

9–14 歳男児：5 mg/日 

15–17 歳：7 mg/日 

18 歳以上：7 mg/日 

― OPINION of the French Agency for 

Food, Environmental and 

Occupational Health & Safety 

on the "Updating of the French 

dietary reference values for vitamins 

and minerals" 
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表 2  各国・地域・機関におけるフッ素の摂取基準と根拠（続き） 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

北欧諸国 耐容上限量 1–3 歳：1.5 mg/日 

4–8 歳：2.5 mg/日 

9–14 歳：5 mg/日 

14 歳以上の小児と成人：7 mg/日 

永久歯の中等度フッ素症のリスク 

（EFSA の基準の引用） 

Nordic Nutrition Recommendations 

2012 

オーストラリア・ニュー

ジーランド 

目安量 7–12 か月：0.5 mg/日 

1–3 歳：0.6 mg/日 

4–8 歳：1.1mg/日 

9–13 歳：2.0 mg/日 

14–18 歳：3.0 mg/日 

19 歳以上男性：4 mg/日 

19 歳以上女性：3 mg/日 

う蝕のリスク、フッ素症のリスク 

最適濃度に水がフッ素添加された地域に住

む子どもの平均的な食事からのフッ化物摂

取量（0.05 mg/kg/日）と基礎体重に基づく 

Nutrient Reference Values for 

Australia and New Zealand 

 耐容上限量 0–6 か月：1.2 mg/日 

7–12 か月：1.8 mg/日 

1–3 歳：2.4 mg/日 

4–8 歳：4.4 mg/日 

9–13 歳：10.0 mg/日 

14–18 歳：10.0 mg/日 

19 歳以上男性：10.0 mg/日 

19 歳以上女性：10.0 mg/日 

フッ素症のリスク Nutrient Reference Values for 

Australia and New Zealand 
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表 2  各国・地域・機関におけるフッ素の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

韓国 目安量 0–5 か月：0.01 mg/日 

6–11 か月：0.4 mg/日 

1–2 歳：0.6 mg/日 

3–5 歳：0.9 mg/日 

6–8 歳：1.3 mg/日 

9–11 歳男児：1.9 mg/日 

9–11 歳女児：1.8 mg/日 

12–14 歳男児：2.6 mg/日 

12–14 歳女児：2.4 mg/日 

15–18 歳男児：3.2 mg/日 

15–18 歳女児：2.7 mg/日 

19–29 歳男性：3.4 mg/日 

19–29 歳女性：2.8 mg/日 

30–49 歳男性：3.4 mg/日 

30–49 歳女性：2.7 mg/日 

50–64 歳男性：3.2 mg/日 

50–64 歳女性：2.6 mg/日 

65–74 歳男性：3.1 mg/日 

65–74 歳女性：2.5 mg/日 

75 歳以上男性：3.0 mg/日 

75 歳以上女性：2.3 mg/日 

う蝕、フッ素症のリスク 

フッ化物を 0.08–0.12 mg/kg体重/日摂取して

いた集団における永久歯の中等度フッ素症の

有病率に基づく 

2020 Dietary Reference Intakes for Koreans 

 耐容上限量 0–5 か月：0.6 mg/日 

6–11 か月：0.9 mg/日 

1–2 歳：1.2 mg/日 

3–5 歳：1.7 mg/日 

6–8 歳：2.5 mg/日 

9 歳以上：10 mg/日 

歯フッ素症（0–8 歳）、骨フッ素症（9 歳以上）の

リスク 

0–8 歳は歯のフッ素症をもたらす閾値（平均

010 mg/kg/日）、9 歳以上は最大無害量 10.0 

mg /日に基づく 

2020 Dietary Reference Intakes for Koreans 

EU・EFSA 耐容上限量 1–3 歳：1.5 mg/日 

4–8 歳：2.5 mg/日 

9–14 歳：5 mg/日 

14 歳以上の小児と成人：7 mg/日 

う蝕、フッ素症、骨粗鬆症のリスク 

フッ化物を 0.08–0.12 mg/kg体重/日摂取して

いた集団における永久歯の中等度フッ素症の

有病率に基づく 

Opinion of the Scientific Panel on Dietetic 

Products, Nutrition and Allergies (NDA) on a 

request from the Commission related to the 

Tolerable Upper Intake Level of Fluoride 
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表 3. 各国・地域・機関における塩化物の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ 目安量 0–6 か月：0.18 g/日 

7–12 か月：0.57 g/日 

1– 3 歳：1.5 g/日 

4 –8 歳 1.9 g/日 

9–13 歳：2.3 mg/日 

14–18 歳：2.3 mg/日 

19–50 歳：2.3 mg/日 

51–70 歳：2.0 g/日 

71 歳以上：1.8 g/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 

ナトリウムと塩化物は、通常、塩化ナトリウ

ムとしてほとんどの食品に含まれており、ナ

トリウムと当モル量を摂取すれば、必要量

は満たされると仮定。 

Dietary Reference Intakes for 

Water, 

Potassium, Sodium, Chloride, and 

Sulfate 

イギリス 目安量 0–3 か月：320 mg/日 

4–6 か月：400 mg/日 

7–9 か月：500 mg/日 

10–12 か月：500 mg/日 

1–3 歳：800 mg/日 

4–6 歳：1100 mg/日 

7–10 歳：1800 mg/日 

11 歳以上：2500 mg/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 Dietary reference values: a guide. 

フランス 目安量 6 か月未満：170 mg/日 

6–11 か月：570 mg/日 

1–3 歳：1200 mg/日 

4–8 歳：1500 mg/日 

9–13 歳：1900 mg/日 

14–17 歳：2300 mg/日 

18 歳以上男性：2300 mg/日 

18 歳以上女性：2300 mg/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 OPINION of the French Agency for 

Food, Environmental and 

Occupational Health & Safety 

on the "Updating of the French 

dietary reference values for vitamins 

and minerals"  

韓国 目安量 成人男女：2.3 g/d ナトリウムの目安量の当モル量 2020 Dietary Reference Intakes for 

Koreans 
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表 3. 各国・地域・機関における塩化物の摂取基準と根拠（続き） 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

EU・EFSA 目安量 

 

7–11 か月：0.3g/日 

1–3 歳児：1.7 mg/日 

4–6 歳：2.0 mg/日 

7–10 歳：2.6 mg/日 

11–17 歳：3.1 mg/日 

18 歳以上：3.1 mg/日 

ナトリウムの目安量の当モル量 Scientific Opinion on dietary 

reference values for chloride. EFSA 

Journal 2019;17(9):5779, 24 pp. 
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表 4. 各国・地域・機関における水の摂取基準と根拠 

国・地域・機関 基準もしくは推奨 基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

アメリカ・カナダ 目安量 0–6 か月：0.7 L/日  

7– 12 か月：0.8 L/日 

1– 3 歳：1.3 L/日 

4 –8 歳：1.7 L/日 

9–13 歳男児：2.4 L/日 

9–13 歳女児：2.1 L/日 

14–18 歳男児：3.3 L/日 

14–18 歳女児：2.3 L/日 

19 歳以上男性：3.7 L/日 

19 歳以上女性：2.7 L/日 

呼吸、尿、便および感覚器官の水分損失を補

うために必要な最低限の水分量 

Dietary Reference Intakes for Water, 

Potassium, Sodium, Chloride, and 

Sulfate. 

フランス 目安量 –5 か月：100–190 mL/kg/日 

6–12 か月：1,100–1,200 mL/日 

2–3 歳：1,300 mL/日 

4–8 歳：1,600 mL/日 

9–13 歳男児：2,100 mL/日 

9–13 歳女児：1,900 mL/日 

14 歳以上男性：2.5 L/日 

14 歳以上女性：2.0 L/日 

（EFSA による基準の引用） Actualisation des repères du PNNS : 
élaboration des références 

nutritionnelles 

北欧諸国 目安量 2–13 歳：1 L/日 

14 歳以上：1–1.5 L/日 

諸外国での目安量および、北欧諸国での 1 日

当たりの摂取量を考慮 

Nordic Nutrition Recommendations 

2012 

オーストラリア・ニュー

ジーランド 

目安量 0–6 か月：0.7 L/日 

7–12 か月：0.8 L/日 

1–3 歳：1.4 L/日 

4–8 歳：1.6 L/日 

9–13 歳男児：2.2 L /日 

9–13 歳女児：1.9 L /日 

14–18 歳男児：2.7 L/日 

14–18 歳女児：2.2 L/日 

19 歳以上男性：3.4 L/日 

19 歳以上女性は 2.8 L/日 

オーストラリアでの国民調査から得られた摂取

量の中央値に基づく 

Nutrient Reference Values for Australia 

and New Zealand 
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表 4. 各国・地域・機関における水の摂取基準と根拠（続き） 

国・地域・機関 基準もしくは推

奨 

基準値 根拠・アウトカム ガイドライン 

韓国 目安量 0–5 か月：700 mL/日 

6–11 か月：800 mL/日 

1–2 歳：1,000 mL/日 

3–5 歳：1,500 mL/日 

6–8 歳男性：1,700 mL/日 

6–8 歳女性：1,600 mL/日 

9–11 歳男性：2,000 mL/日 

9–11 歳女性：1,900 mL/日 

12–14 歳男性：2,400 mL/日 

12–14 歳女性：2,000 mL/日 

15–18 歳男性：2,600 mL/日 

15–18 歳女性：2,000 mL/日 

19–29 歳男性：2,600 mL/日 

19–29 歳女性：2,100 mL/日 

30–49 歳男性：2,500 mL/日 

30–49 歳女性：2,000 mL/日 

50–64 歳男性：2,200 mL/日 

50–64 歳女性：1,900 mL/日 

65 歳以上男性：2.100 mL/日 

65 歳以上女性：1,800 mL/日 

推定平均エネルギー必要量から推定した

食物からの水分摂取量と、韓国健康栄養

調査から得た飲料由来の水分摂取量を考

慮 

2020 Dietary Reference Intakes for 

Koreans 

EU・EFSA 目安量 –5 か月：100–190 mL/kg/日 

6–12 か月：1,100–1,200 mL/日 

2–3 歳：1,300 mL/日 

4–8 歳：1,600 mL/日 

9–13 歳男児：2,100 mL/日 

9–13 歳女児：1,900 mL/日 

14 歳以上男性：2.5 L/日 

14 歳以上女性：2.0 L/日 

EU加盟諸国での平均的な水分摂取量と、

尿の望ましい浸透圧値を考慮 

Scientific Opinion on Dietary 

Reference Values for water 
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